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国立大学法人和歌山大学事業報告書 

 

「Ⅰ はじめに」 

本学においては、『《個性輝く学問の府》を目指し、自主・自律の精神で、個性的な教育

研究を推進し、大胆かつ着実な成果をあげることによって、社会から高い信頼と評価を得

ることのできる学府を志向する』ことを基本目標に掲げ、自主的で創造的な人材の育成、

研究の高度化、産官学連携や地域貢献に積極的に取り組む「オンリー・ワン戦略」を推進

しています。 

大学の基本機能「教育」「研究」「社会貢献」の３つのうち、教育については「学生満足」

（Student Satisfaction；SS 運動）を標榜し、UD 活動（University Development；講義の

不断の改善）、オフィスアワー（講義外における学生に対する学習指導等）、無休講宣言、

教養・基礎教育の充実、学部を超えた専門科目の履修、学生自主・創造活動の支援（自主

演習単位の認定）など、学生への教育サービス・教育支援活動に積極的に取り組んでいる

ところです。 

研究活動については、学内特別競争研究枠を設定し、平成 16 年度より『オンリー・ワン

創成プロジェクト経費』により、学内における優れたプロジェクト研究に対する支援を積

極的に行っているほか、外部資金の積極的な獲得を図るため、『外部資金獲得インセンティ

ブ経費』など所要の予算措置を行っています。 

社会貢献については、地域の自治体・民間団体等との連携に積極的に取り組んでおり、

和歌山県、和歌山市、大阪府岸和田市、長野県飯田市などの自治体や JA 紀の里、紀陽銀行

などの民間団体等と連携し、共同研究、連携事業等を積極的に推進しています。また、地

域共同研究センター、生涯学習教育研究センター等においては、大学の特色を生かした多

様な公開講座を開講するとともに、和歌山市内や紀南、岸和田にサテライトを設置して、

地域における知の拠点として大きな役割を果たしているところです。 

本学の経営環境については、 授業料等の自己収入比率が 40％未満となっており、運営費

交付金が減少する中、科学研究費補助金など競争的資金の獲得に努めるとともに、業務効

率化及びコスト削減に真摯に取り組んでいます。 

また、平成 20 年度には、平成 16 年度から 19 年度までの活動に対して、文部科学省国立

大学法人評価委員会による評価が行われました。業務運営面では、大学院博士課程の定員

未充足や経営協議会で審議すべき事項を報告事項として扱ったことがあったため中期目標

の達成状況が不十分との評価でしたが、財務内容の改善については、達成状況は良好との

評価結果でした。 

なお、平成 20 年度においては、主に以下のような取組を推進しました。 

 

・観光学部の開設 

平成 19 年度に設置された経済学部観光学科を改組し、平成 20 年４月に、「観光経
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営学科」と「地域再生学科」の２学科からなる観光学部を設置しました。また、平

成 20 年６月には、和歌山大学創立 60 年と観光学部の開設を記念した式典を開催し

ました。 

・教育学部の再編 

平成 20 年４月から、従前の４課程を「学校教育教員養成課程」「総合教育課程」

の２課程に再編しました。 

  ・大学院課程の定員見直し 

従来から課題となっていたシステム工学研究科博士後期課程の定員充足問題につ

いて概算要求を行い、平成 21 年４月から、システム工学研究科博士後期課程の入学

定員をそれまでの 16 名から８名に減員し、前期課程の定員を 117 名から 129 名に増

員することとなりました。 

・監査体制の強化 

監査体制の強化のため、監査室の人員強化と独立性の担保に向けた取組を実施し

ました。 

  ・特任教員制度の創設 

必要な人員を機動的に活用できるよう、特任教員制度を創設し、各学部や外部資

金を獲得したプロジェクト、基金室などの活動に計 16 名を採用しました。 

  ・和歌山大学サテライトの開設 

大学が有する知的資産等を最大限活用し、地域のコミュニケーションステーショ

ンとして地域の活性化に資するため、和歌山市の中心市街地にある複合型商業施設

６階に新たに「和歌山大学サテライト」を開設しました。 

 

「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

和歌山大学は、歴史と伝統を重んじ、進取の気性を育みながら常に社会に貢献してき

たことを誇りとし、今後も世界と日本の知の拠点及び地域のリーダーとしてより一層の

貢献を行い、社会から信頼と尊敬を得られる学問の府であることをその役割・使命とし

ます。  

そのため、自主・自律の精神にのっとり、教育研究をはじめとする大学機能の充実・

発展に努めます。  

和歌山大学は、地域社会に根ざした大学として、地域社会の求める人材を養成すると

ともに、地域の教育，文化，産業，経済などの発展に寄与します。  

学生の教育においては、知識偏重に陥ることなく学生個人の多様な能力を重視し、目

的意識をもった自主的で創造性ある学生を育成します。  

研究においては、世界に向かって情報発信できる内容を持つことを目指し、COE となれ

るレベルの研究、地域に貢献できる研究、特徴あるオンリー・ワン研究を推進します。  
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これらの目標を実現するために、常に組織や制度の見直しと改革を行い、時代の変化

に柔軟に対応できる活力ある大学運営を推進します。 

 

２．業務内容 

和歌山大学は、上記の目標を達成するために次のような取組及び事業を行います。 

 

《教育分野》 

（１）学生満足 

大学の重要な顧客である学生に対し、可能な限り厳格なカリキュラムの下で学生

が満足しうるサービスを提供します。 

（２）人材育成 

現在を切り開く社会人として、人間らしく公共性を有し、環境にやさしい専門的

な知識や技術を習得させ、地域の中での国際化を推進できるセンスをもち、社会の

ニーズに的確に適応できる人材を育成します。 

（３）新しい教育システムの策定 

人材の育成には明確な目標をもって策定されたカリキュラムが必要となります。

各学部の専門的教育による専門的「知」の提供とともに学部を超えた幅広い「知」

の獲得ができるようなシステムの構築を目指します。 

（４）教育分野の「Only-One-Strategy」の推進 

大学発の Only-One 分野を育成します。その際、「特色ある大学教育支援プログラ

ム」に採択されるような教育方法を育成します。 

（５）意欲的な学生の確保 

人材育成の実をあげ得るためには、優秀で意欲的な学生の確保は不可欠です。従

って、種々の入試制度を見直し、優秀な学生確保に努めます。 

（６）教員の教育業績評価システムの確立 

教育の重要性に鑑み、教員の教育業績評価システムを確立し、教育に対する教員

の意識改革を促します。 

 

《研究分野》 

（１）研究目標の明確化 

教員は、研究者であることを意識し、継続的に成果を公表するとともに評価シス

テムを策定し研究活動の活性化を図ります。 

（２）研究分野の「Only-One-Strategy」の推進 

大学発の Only-One 分野を育成します。その際、「COE」に採択されるような研究分

野を育成します。それとともに、学部においても他に類を見ない研究分野の育成を

積極的に支援します。 
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（３）研究活動の活性化と研究環境の整備 

大学特別経費・学長裁量経費を高く評価される研究に重点的に配分します。教員

の研究活動を活性化するために本学独自のサバティカル制度の導入やセメスター制

の活用により、研究時間を確保します。 

（４）教員の研究業績評価システムの確立 

教員の研究業績評価システムを策定し、競争原理を導入し、研究活動の活性化を

促進します。 

 

《学部・大学院の整備》 

本学には、４学部・３研究科がありますが、将来を展望しつつ、教育・研究組織

の見直しを行います。 

 

《センター・研究所等の再構築》 

センター・研究所の活動と相互関係、戦略的な活用を含め、その見直しを行いま

す。 

 

《地域貢献・地域連携》 

本学の立地している和歌山地域に目を向け、地域のシンクタンクとしての機能を

確保しつつ、センター等を通じて地域に貢献すること及び自治体等との連携を強化

します。 

 

《国際交流》 

国際化・グローバル化の中で、積極的に国際交流に取り組んでいきます。そのた

め、国際交流を一元的に扱うことを目的として「国際教育研究センター」を設置し

ています。 

 

《管理運営の改善》 

事務体制の在り方を含め、大学の管理運営を効率的に行うことができるよう、監

査室による業務監査や外部コンサルタントを活用するなど見直しを進めます。 

 

《キャンパスの整備》 

学生満足を実現するうえでも、有意義なキャンパスライフを送れるような施設の

整備を行います。 

 

３．沿革 

昭和 24 年 ５月 新制大学として設置（学芸学部，経済学部） 
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  昭和 29 年 ４月 経済短期大学部設置 

  昭和 41 年 ４月 学芸学部を教育学部に名称変更 

経済学研究科修士課程設置 

  平成 ５年 ４月 教育学研究科修士課程設置 

  平成 ７年 10 月 システム工学部設置 

  平成 ８年 ９月 経済短期大学部廃止 

  平成 12 年 ４月 システム工学研究科修士課程設置 

  平成 14 年 ４月 システム工学研究科博士課程設置 

  平成 16 年 ４月 国立大学法人和歌山大学に移行 

  平成 20 年 ４月 観光学部設置 

 

和歌山大学は、1949 年（昭和 24 年）５月、「教育基本法・学校教育法の精神に則り、

学術文化の中心として広く知識を授け、深く専門の学芸を研究・教授し、社会に寄与す

る人材を育成する。」という目的と使命のもとに、新制大学として設置されました。本学

は、それぞれ長い歴史と伝統をもった和歌山師範学校（男子部・女子部）、和歌山青年師

範学校及び和歌山経済専門学校を包括し、学芸学部（現・教育学部）・経済学部の２学部

をもって発足し、1995 年（平成７年）10 月にシステム工学部を開設、2008 年（平成 20

年）４月には、経済学部観光学科を母体に観光学部を設置し、和歌山県下唯一の国立大

学として順調な発展を遂げています。 

 

４．設立根拠法 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

６．組織図 

別紙組織概略図のとおり 

 

７．所在地 

和歌山県和歌山市 

 

８．資本金の状況 

27,327,878,877 円（全額 政府出資） 

 

９．学生の状況 
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総学生数      4,694 人 

学士課程      4,098 人 

修士課程        433 人 

博士課程         51 人 

専攻科          8 人 

聴講生・研究生等   104 人 

 

１０．役員の状況 

役   職 氏  名 任     期 経       歴 

学長 小田 章 平成 14 年 8 月 1 日 

～平成 21 年 7 月 31 日

昭和 60 年 4 月

平成 13 年 4 月

経済学部教授 

和歌山大学副学長 

理事 

（総務・人事担当） 

 

 

中村 弘 平成 20 年 4 月 1 日 

～平成 21 年 7 月 31 日

平成 9 年 3 月

 

平成 12 年 3 月

平成 14 年 3 月

平成 16 年 3 月

平成 20 年 4 月

近畿ｺｶ･ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ 

株式会社常務取締役 

同 専務取締役 

同 取締役副社長 

退任 

国立大学法人和歌山

大学理事 

理事 

（財務・施設・情報

担当） 

盛本 力 平成 20 年 4 月 1 日 

～平成 21 年 3 月 31 日

昭和 52 年 4 月

 

平成 19 年 4 月

 

平成 19 年 8 月

 

平成 19 年 8 月

国立民族学博物館 

採用 

国立大学法人和歌山

大学事務局長 

文部科学省大臣官房

付退職（役員出向） 

国立大学法人和歌山

大学理事（事務局長兼

任） 

理事 

（研究・社会連携・

国際交流担当） 

森本 吉春 平成 20 年 4 月 1 日 

～平成 21 年 7 月 31 日

平成 7 年 10 月

平成 17 年 3 月

システム工学部教授 

国立大学法人和歌山

大学理事 

理事 

（教育・入試・学生

支援担当） 

三吉 修 平成 20 年 4 月 1 日 

～平成 21 年 7 月 31 日

平成 12 年 4 月

平成 17 年 3 月

経済学部教授 

国立大学法人和歌山

大学理事 

監事 

（非常勤） 

長崎 文康 平成 17 年 10 月 1 日 

～平成 22 年 3 月 31 日

平成 18 年 6 月

 

平成 19 年 6 月

鈴木金属工業株式会

社取締役 

同 常務取締役 
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監事 

（非常勤） 

田中 章介 平成 16 年 4 月 1 日 

～平成 22 年 3 月 31 日

平成 13 年 4 月

 

平成 17 年 4 月

鳥取環境大学環境情

報学部教授 

大阪学院大学大学院

法学研究科教授 

 

１１．教職員の状況 

教員 529 人（うち常勤 372 人、非常勤 157 人） （附属学校を含む） 

  職員 242 人（うち常勤 135 人、非常勤 107 人） （附属学校を含む） 

 

 （常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で９人（1.8％）増加しており、平均年齢は 44.8 歳（前年度

44.6 歳）となっています。このうち、国からの出向者は４人、地方公共団体からの出

向者 77 人、民間からの出向者は０人です。 

 

「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

１．貸借対照表 

（http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

資産の部 金額（円） 負債の部 金額（円） 

固定資産 28,947,555,335 固定負債 3,566,149,096

有形固定資産 28,903,355,289 資産見返負債 3,543,779,201

土地 13,216,987,000 引当金 9,765,800

減損損失累計額 △ 56,340,762 退職給付引当金 9,765,800

建物 14,683,355,328 その他の固定負債 12,604,095

減価償却累計額等 △ 3,603,234,259 流動負債 2,078,967,417

構築物 1,997,092,778 運営費交付金債務 364,114,593

減価償却累計額等 △ 717,654,248 未払金 1,079,235,976

工具器具備品 1,591,359,118 その他の流動負債 635,616,848

減価償却累計額等 △ 1,048,384,821 負債合計 5,645,116,513

その他の有形固定資産 2,840,175,155 純資産の部   

その他の固定資産 44,200,046 資本金 27,327,878,877

    政府出資金 27,327,878,877

流動資産 2,268,297,283 資本剰余金 △ 2,356,540,668

現金及び預金 2,198,517,314 利益剰余金 599,397,896

その他の流動資産 69,779,969 純資産合計 25,570,736,105

資産合計 31,215,852,618 負債純資産合計 31,215,852,618
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２．損益計算書 

（http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

  金額（円） 

経常費用（Ａ） 7,224,076,739

業務費 6,923,357,879

教育経費 666,405,768

研究経費 388,284,177

教育研究支援経費 306,645,745

人件費 5,351,102,725

その他 210,919,464

一般管理費 295,937,522

財務費用 2,705,098

雑損 2,076,240

経常収益（Ｂ） 7,258,141,357

運営費交付金収益 4,089,564,212

学生納付金収益 2,608,261,911

その他の収益 560,315,234

臨時損益（Ｃ） -

目的積立金取崩額（Ｄ） 18,892,561

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 52,957,179

 

３．キャッシュ･フロー計算書 

（http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

  金額（円） 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ･フロー（Ａ） 493,691,194

人件費支出 △ 5,148,665,284

その他の業務支出 △ 1,492,102,350

運営費交付金収入 4,043,963,000

学生納付金収入 2,663,862,800

その他の業務収入 426,633,028

Ⅱ投資活動によるキャッシュ･フロー（Ｂ） △ 223,296,866

Ⅲ財務活動によるキャッシュ･フロー（Ｃ） △ 93,645,090

Ⅳ資金に係る換算価額（Ｄ） -

Ⅴ資金増加額（Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） 176,749,238

Ⅵ資金期首残高（Ｆ） 2,021,768,076
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Ⅶ資金期末残高（Ｅ＋Ｆ） 2,198,517,314

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

  金額（円） 

Ⅰ業務費用 4,204,869,431 

損益計算書上の費用 7,224,076,739 

（控除）自己収入等 △ 3,019,207,308 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）   

Ⅱ損益外減価償却等相当額 665,624,994 

Ⅲ損益外減損損失相当額 - 

Ⅳ引当外賞与増加見積額  △ 42,002,509 

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 △ 177,503,120 

Ⅵ機会費用 349,120,591 

Ⅶ（控除）国庫納付額 - 

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 5,000,109,387 

 

５．財務情報 

（１） 財務諸表の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

 平成 20 年度末現在の資産合計は前年度比 231,145,398 円（1％）（以下、特に

断らない限り前年度比・合計）減の 31,215,852,618 円となっています。 

 主な増加要因としては、現金及び預金が、当期総利益及び未払金の増加等によ

り 176,749,238 円（9％）増の 2,198,517,314 円となったことが挙げられます。 

 また、主な減少要因としては、建物が、減価償却等により 396,978,446 円（3％）

減の 11,080,121,069 円となったことが挙げられます。 

 

（負債合計） 

 平成 20 年度末現在の負債合計は 268,377,614 円（5％）増の 5,645,116,513 円

となっています。 

 主な増加要因としては、未払金が、未払退職金の増加等により 257,025,273 円

（31％）増の 1,079,235,976 円となったこと、資産見返運営費交付金等が、償却

資産の取得等により 192,104,559 円（28％）増の 877,055,922 円となったことが

挙げられます。 
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 また、主な減少要因としては、運営費交付金債務が、未使用額の減少により

136,497,431 円（27％）減の 364,114,593 円となったことが挙げられます。 

 

（純資産合計） 

 平成 20 年度末現在の純資産合計は 499,523,012 円（2％）減の 25,570,736,105

円となっています。 

 主な増加要因としては、目的積立金が累積したことにより 124,691,226 円（31％）

増の 531,764,545 円となったことが挙げられます。 

 また、主な減少要因としては、資本剰余金が、減価償却等の見合いとして損益

外減価償却累計額等が増加したことにより 527,707,630 円（29％）減の 

△2,356,540,668 円となったことが挙げられます。 

 

イ．損益計算書関係 

    （経常費用） 

     平成 20 年度の経常費用は 299,104,298 円（4％）増の 7,224,076,739 円となっ

ています。 

     主な増加要因としては、教員人件費が、退職給付費用の増加等により

130,805,456 円（3％）増の 4,060,207,796 円となったこと、職員人件費が、退職

給付費用の増加等により 83,285,162 円（7％）増の 1,213,325,018 円となったこ

とが挙げられます。 

     また、主な減少要因としては、教育経費が、特別教育研究経費による財源措置

が前年度で終了したこと等により 67,411,047 円（9％）減の 666,405,768 円とな

ったことが挙げられます。 

 

    （経常収益） 

     平成 20 年度の経常収益は 200,776,611 円（3％）増の 7,258,141,357 円となっ

ています。 

     主な増加要因としては、運営費交付金収益が、使用額の増加等により

251,340,436 円（7％）増の 4,089,564,212 円となったことが挙げられます。 

     また、主な減少要因としては、授業料収益が、授業料を財源とする固定資産取

得の増加等により 129,392,865 円（6％）減の 2,169,783,911 円となったことが挙

げられます。 

 

    （当期総損益） 

     上記経常損益の状況及び目的積立金を使用したことによる目的積立金取崩額

18,892,561 円を計上した結果、平成 20 年度の当期総利益は 99,761,207 円（65％）
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減の 52,957,179 円となっています。 

 

ウ．キャッシュ･フロー計算書関係 

    （業務活動によるキャッシュ･フロー） 

     平成 20 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 158,739,190 円（24％）減

の 493,691,194 円となっています。 

     主な増加要因としては、受託研究等収入が、74,167,054 円（65％）増の

188,053,709 円となったことが挙げられます。 

     主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が、

188,372,277 円（18％）増の△1,214,179,861 円となったことが挙げられます。 

 

    （投資活動によるキャッシュ･フロー） 

     平成 20 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 70,560,624 円（24％）増

の△223,296,866 円となっています。 

     主な増加要因としては、施設費による収入が、113,500,000 円（493％）増の

136,500,000 円となったことが挙げられます。 

     主な減少要因としては、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が、

42,434,907 円（13％）増の△365,687,910 円となったことが挙げられます。 

 

    （財務活動によるキャッシュ･フロー） 

     平成 20 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 1,791,090 円（2％）減の

△93,645,090 円となっています。 

     主な減少要因としては、リース債務の返済による支払額が、3,297,376 円（4％）

増の△90,825,645 円となったことが挙げられます。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

    （国立大学法人等業務実施コスト） 

     平成 20 年度の国立大学法人等業務実施コストは 69,279,930 円（1％）減の

5,000,109,387 円となっています。 

     主な増加要因としては、退職給付費用が増加したこと等による人件費等の増加

により業務費が 286,529,369 円（4％）増の 6,923,357,879 円となったことが挙げ

られます。 

     また、主な減少要因としては、引当外退職給付増加見積額が 264,028,848 円

（305%）減の△177,503,120 円となったことが挙げられます。 
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（表） 主要財務データの経年表                   （単位：千円） 

区   分 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

資産合計 31,937,706 32,132,783 31,755,906 31,446,998 31,215,853

負債合計 5,609,747 4,779,284 5,155,910 5,376,739 5,645,117

純資産合計 26,327,959 27,353,499 26,599,996 26,070,259 25,570,736

経常費用 6,768,164 6,913,236 6,698,210 6,924,972 7,224,077

経常収益 6,933,866 7,045,416 6,808,934 7,057,365 7,258,141

当期総損益 198,170 132,179 118,071 152,718 52,957

業務活動によるキャッシュ･フロー 675,578 1,004,087 601,540 652,430 493,691

投資活動によるキャッシュ･フロー △135,795 △86,902 △211,606 △293,857 △223,297

財務活動によるキャッシュ･フロー － － △91,854 △91,854 △93,645

資金期末残高 539,784 1,456,969 1,755,049 2,021,768 2,198,517

国立大学法人等業務実施コスト 6,178,084 5,403,531 5,248,520 5,069,389 5,000,109

（内訳）  

業務費用 4,443,000 3,914,008 3,795,726 3,844,737 4,204,869

  うち損益計算書上の費用 7,396,418 6,913,236 6,698,513 6,924,972 7,224,077

  うち自己収入 △2,953,418 △2,999,229 △2,902,787 △3,080,235 △3,019,207

損益外減価償却等相当額 1,305,141 1,133,961 887,437 694,205 665,625

損益外減損損失相当額 － 93,441 －

引当外賞与増加見積額 8,556 △42,003

引当外退職給付増加見積額 40,805 △151,829 111,283 86,526 △177,503

機会費用 389,139 507,392 454,074 341,924 349,121

 （控除）国庫納付額 － － － － －

（注１）金額の端数処理は、各項目ごとに千円未満の四捨五入を行っているため、合計額

と合致しないことがあります。 

（注２）対前年度比において著しい変動が生じている項目とその理由 

  （17 年度） 

   ・負債合計 

      借入金の減少により減少 

   ・業務活動によるキャッシュ･フロー 

      授業料収入の増加等により増加 

   ・投資活動によるキャッシュ･フロー 

      有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が減少したため増加 

   ・国立大学法人等業務実施コスト 

      業務費用の減少等により減少 
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   ・業務費用 

      消耗品費の減少等により損益計算書上の費用が減少したこと等により減少 

   ・損益外減価償却等相当額 

      建物等の損益外減価償却処理を行うこととしている資産のうち耐用年数経過

済みのものが増加したため減少 

   ・機会費用 

      機会費用の算定に係る利回りが上昇したため等により増加 

  （18 年度） 

   ・業務活動によるキャッシュ･フロー 

      授業料収入の減少等により減少 

   ・投資活動によるキャッシュ･フロー 

      有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が増加したため減少 

   ・財務活動によるキャッシュ･フロー 

      リース債務の返済による支出等が発生したため減少 

   ・損益外減価償却等相当額 

      建物等の損益外減価償却処理を行うこととしている資産のうち耐用年数経過

済みのものが増加したため減少 

   ・機会費用 

      機会費用の算定に係る利回りが低下したため等により減少 

  （19 年度） 

   ・投資活動によるキャッシュ･フロー 

      有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が増加したため減少 

   ・損益外減価償却相当額 

      建物等の損益外減価償却処理を行うこととしている資産のうち耐用年数経過

済みのものが増加したため減少 

  ・損益外減損損失相当額 

     土地及び建物について減損処理を行ったため発生 

  ・機会費用 

     機会費用の算定に係る利回りが低下したため等により減少 

  （20 年度） 

   ・業務活動によるキャッシュ･フロー 

      原材料、商品又はサービスの購入による支出が増加したため減少 

   ・投資活動によるキャッシュ･フロー 

      施設費による収入が増加したため増加 

  ・損益外減損損失相当額 

     減損処理を行う資産がなかったため減少 
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  ・引当外賞与増加見積額 

     当事業年度末における引当外賞与見積額が減少したため減少 

（注３）各計数に重要な影響を及ぼす事象 

  （会計方針の変更） 

   ・18 年度より、固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準を適用しています。 

 

② セグメント情報の経年比較・分析（内容・増減理由） 

    ア．業務損益 

     平成 19 年度以前については、単一セグメントであるため、合計金額のみを表示

しています。 

 

（表） 業務損益の経年表                      （単位：千円） 

区   分 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

大学  △1,744,926

附属学校  △820,079

法人共通  2,599,070

合計 165,702 132,179 110,724 132,392 34,065

（注１）金額の端数処理は、各項目ごとに千円未満の四捨五入を行っているため、合計額

と合致しないことがあります。 

 

    イ．帰属資産 

     平成 19 年度以前については、単一セグメントであるため、合計金額のみを表示

しています。 

 

（表） 帰属資産の経年表                      （単位：千円） 

区   分 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

大学  17,016,464

附属学校  7,630,992

法人共通  6,568,397

合計 31,937,706 32,132,783 31,755,906 31,446,998 31,215,853

（注１）金額の端数処理は、各項目ごとに千円未満の四捨五入を行っているため、合計額

と合致しないことがあります。 

 

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

     当期総利益 52,957,179 円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた大学

機能の充実･発展に必要とする経費に充当するため、52,957,179 円を目的積立金と
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して申請しています。 

     平成 20 年度においては、大学機能充実･発展のための積立金の目的に充てるた

め、24,772,561 円を使用しました。 

 

 （２）施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

   ① 当事業年度中に取得した主要施設等 

      該当なし 

   ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設･拡充 

      観光学部棟（当事業年度増加額 388,500 円、総投資見込額 350,000,000 円） 

      大学進入路（当事業年度増加額 3,402,000 円、総投資見込額 138,220,000 円） 

   ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

      該当なし 

   ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

      該当なし 

 

 （３）予算・決算の概況 

   以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示し

ているものです。 

                                    （単位：千円） 

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 

区  分 

予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 予 算 決 算 

差額

理由

収入 6,825,202 6,638,671 7,753,232 9,501,270 6,954,117 7,318,559 7,184,365 7,535,779 7,388,410 7,821,855  

運営費交付金収入 4,054,567 4,054,567 4,251,323 4,252,302 4,069,323 4,298,857 4,143,435 4,498,206 4,171,760 4,529,817  

補助金等収入 - - - 35,500 31,345 56,114 16,224 43,351 27,000 42,392 注２

学生納付金収入 2,520,000 2,245,957 2,582,032 2,914,968 2,520,804 2,643,806 2,619,547 2,631,872 2,641,977 2,653,937  

その他収入 250,635 338,148 919,877 2,298,500 332,645 319,782 405,159 362,349 547,673 595,708  

支出 6,825,202 6,754,062 7,753,232 8,818,676 6,954,117 6,804,726 7,184,365 6,911,126 7,388,410 7,351,028  

教育研究経費 5,677,629 5,581,637 5,849,320 5,550,849 5,696,817 5,492,658 5,944,163 5,741,773 6,018,831 5,882,307  

一般管理費 952,938 902,301 1,038,153 998,728 1,028,805 1,003,075 1,019,098 863,008 1,075,851 982,950  

その他支出 194,635 270,124 865,759 2,269,099 228,495 308,993 221,104 306,345 293,728 485,771 注２

収入－支出 - △ 115,391 - 682,594 - 513,833 - 624,653 - 470,827 － 

（注１）金額の端数処理は、各項目ごとに千円未満の四捨五入を行っているため、合計額

と合致しないことがあります。 

（注２）差額理由 

  ・補助金等収入 
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     補助金等が見込よりも多かったため 

  ・その他支出 

     外部資金を予算より多く獲得できたことに伴って産学連携等研究経費及び寄附

金事業費等の支出が増加したため 

 

「Ⅳ 事業の実施状況」 

（１）財源構造の概略等 

   当法人の経常収益は 7,258,141,357 円で、その内訳は、運営費交付金収益

4,089,564,212 円（56％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益 2,169,783,911

円（30％）、その他 998,793,234 円（14％）となっています。 

 

（２）財務データ等と関連付けた事業説明 

   ア．大学セグメント 

大学セグメントは、学部、研究科及びセンターにより構成されており、教育、

研究、社会貢献及びそれらを達成するための効率的な大学運営を目的としていま

す。 

平成 20 年度における特筆すべき事項は、観光学部設置です。平成 19 年４月に

設置した経済学部観光学科を改組し、観光経営学科、地域再生学科の２学科から

なる学部として発足しました。また、教育学部については、従来の４課程から、

学校教員教育養成課程と総合教育課程の２課程に再編しました。さらに、課題と

なっていたシステム工学研究科博士後期課程の定員充足問題については、学生の

確保に努めた結果、平成 20 年度は定員 16 名に対し 23 名が入学し、収容定員 48

名に対し現員 51 名（106％）と収容定員を充足しましたが、将来を見据えて定員

の見直しを行い、博士後期課程の定員を削減する一方、前期課程定員を増員する

こととし、平成 21 年４月から実施することとなりました。 

このほか、教育・入試に関する計画については、観光学部の AO 入試は周知期間

の確保などのため平成 22 年度の実施を見送りましたが、その他の計画については、

計画どおりに進捗しました。 

FD に関する計画については、グッドレクチャー賞の制定や教員相互の授業参観

制度の創設など、当初の年度計画どおりに実施しました。 

学生支援については、学生の課外活動支援やメンタルサポートのための心理療

法室の設置などを計画どおり実施しました。また、教育・研究支援や学生支援を

目的として寄附金を受け付ける「和歌山大学基金」を創設しました。 

研究については、重点的に取り組む研究領域を決定し、支援を実施しました。

また、関西 TLO との連携強化により特許の実施許諾契約３件を締結しました。 

社会貢献については、和歌山市中心部に本学にとって３箇所目となるサテライ
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トを設置し、体制の強化を図りました。また、土曜講座やおもしろ科学まつり、

体験学習会など、地域の知の拠点としての活動も例年に引き続き実施しました。

国際交流については、年度計画に従い、学生の海外語学研修、海外インターンシ

ップを実施し、民間活用方式による国際交流会館設置についても引き続き検討を

進めました。 

大学セグメントにおける事業の収益は、授業料収益 2,163,473,783 円（62％（当

該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、運営費交付金収益 495,868,078

円（14％）、その他 854,750,543 円（24％）となっています。また、事業に要し

た経費は、教育経費 373,646,706 円、研究経費 360,275,120 円、人件費

3,916,848,684 円、一般管理費 108,909,289 円、その他 499,338,443 円となってい

ます。 

 

   イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、教育学部附属小学校、同附属中学校及び同附属特別支

援学校により構成されています。 

附属学校セグメントでは、附属小学校における少人数教育の効果検証や附属中

学校への少人数教育導入の検討を進めるとともに、附属特別支援学校の学科設置

に向けた検討を進めました。また、特別支援教育コーディネータの配置や附小・

附中連携会議の開催などにより、附属学校間の連携を充実させました。また、附

属学校教員の本学大学院への進学促進のため、授業料や入学料、代替者の措置等

の条件整備を行いました。 

     附属学校セグメントにおける事業の収益は、雑益 13,518,160 円（41％）、寄附

金収益 10,648,271 円（32％）、その他 9,111,445 円（27％）となっています。ま

た、事業に要した経費は、教育経費 124,876,289 円、人件費 725,436,905 円、そ

の他 3,043,760 円となっています。 

 

（３）課題と対処方針等 

当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、自己収入の増加や経費の節減に

努めるとともに、受託研究等の外部資金の獲得に努めました。自己収入については、

科学研究費補助金獲得に伴う間接経費や特許実施許諾契約等による特許権等収入が増

加しました。経費の節減については、教職員のコスト意識の徹底を図りましたが、一

般管理費が前年度に比べて増加しました。これは主に今後の大学運営に資するための

「和歌山大学基金」創設に要する経費です。外部資金の獲得については、受託研究等

収入において予定を大きく超える状況でした。今後も資金運用等による自己収入の増

加や外部資金獲得インセンティブ経費の措置等によるさらなる外部資金の獲得を目指

していきます。 
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   また、施設については、平成 20 年度は約 1億円の学内予算を確保し、建物の維持管

理、老朽化対策、安全管理を行いました。今後も、学内予算による建物の維持管理等

に加え、施設整備費補助金による附属学校校舎の老朽化対策等を行っていきます。設

備については、特別教育研究経費や施設整備費補助金及び学内予算等により「観光デ

ジタルドームシアター」や「高活性触媒構造解析システム」、「学内ネットワーク設

備」等を整備しました。今後も、教育研究設備整備マスタープラン等に基づき、現有

するものの経過年数及び使用状況の分析等を行い、計画的に整備していきます。さら

に、化学系研究設備有効活用ネットワーク協議会を通した設備の共同利用を進めてい

きます。 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

 （１）予算 

   決算報告書を参照願います。 

（http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

 

 （２）収支計画 

   年度計画及び財務諸表（損益計算書）を参照願います。 

  （http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

 

 （３）資金計画 

   年度計画及び財務諸表（キャッシュ･フロー計算書）を参照願います。 

  （http://www.wakayama-u.ac.jp/public/index.html） 

 

２．短期借入れの概要 

   平成 20 年度は、短期借入れの実績がありませんでした。 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

 （１）運営費交付金債務の増減額の明細 

                                  （単位：円） 

当  期  振  替  額 
交付

年度 
期首残高 

交 付 金 

当期交付金 
運営費交付金

収        益

資産見返運

営費交付金

資  本 

剰余金 
小計 

期末残高 

平成

17年

度 

1,124,826  -  - - - -  1,124,826 
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平成

18年

度 

31,929,072  -  31,060,246 - - 31,060,246  868,826 

平成

19年

度 

 

467,558,126 

  

-  454,793,700 - - 454,793,700  12,764,426 

平成

20年

度 

 

- 

  

4,043,963,000  3,603,710,266 90,896,219 - 3,694,606,485  349,356,515 

 

 （２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

   ①平成 18 年度交付分 

                                  （単位：円） 

区分 金額 内訳 

運営費交付金

収益 

-

資産見返運営

費交付金 

-

資本剰余金 

 

-

業務達成基準に

よる振替額 

計 

 

-

該当なし 

運営費交付金

収益 

-

資産見返運営

費交付金 

-

資本剰余金 

 

-

期間進行基準に

よる振替額 

計 

 

-

該当なし 

運営費交付金

収益 

31,060,246費用進行基準に

よる振替額 

資産見返運営

費交付金 

-

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：31,060,246 

（人件費：31,060,246） 
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資本剰余金 

 

-

計 

 

 

31,060,246

イ）自己収入に係る収益計上額：0 

ウ）固定資産の取得額：0 

③運営費交付金の振替額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務

31,060,246 円を収益化。 

国立大学法人会

計基準第77第 3

項による振替額   

- 該当なし 

合  計 
  

31,060,246
  

 

   ②平成 19 年度交付分 

                                  （単位：円） 

区分 金額 内訳 

運営費交付金

収益 

 

8,843,700

資産見返運営

費交付金 

 

-

資本剰余金 

 

 

-

業務達成基準に

よる振替額 

計 

 

 

8,843,700

①業務達成基準を採用した事業等：再チャレンジ

支援経費（就学機会確保のための経費） 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：8,843,700 

（人件費：8,843,700（授業料免除相当額）） 

イ）自己収入に係る収益計上：0 

ウ）固定資産の取得額：0 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

事業の成果の達成度合い等を勘案し、8,843,700

円を収益化。 

運営費交付金

収益 

-

資産見返運営

費交付金 

-

資本剰余金 

 

-

期間進行基準に

よる振替額 

計 

 

-

該当なし 
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運営費交付金

収益 

445,950,000

資産見返運営

費交付金 

-

資本剰余金 

 

-

費用進行基準に

よる振替額 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

445,950,000

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：445,950,000

（人件費：445,000,000） 

イ）自己収入に係る収益計上：0 

ウ）固定資産の取得額：0 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務

445,950,000 円を収益化。 

国立大学法人会

計基準第77第 3

項による振替額   

- 該当なし 

合  計 
  

454,793,700
 

 

   ③平成 20 年度交付分 

                                  （単位：円） 

区分 金額 内訳 

運営費交付金

収益 

 

 

71,076,481

資産見返運営

費交付金 

 

 

21,088,219

資本剰余金 

 

 

 

-

業務達成基準に

よる振替額 

計 92,164,700

①業務達成基準を採用した事業等：観光振興から

の《地域ルネサンス》ビジネスモデルの構築、そ

の他 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：71,076,481

（人件費：21,776,486、消耗品費：15,389,930、

旅費：11,620,767、その他の経費：22,289,298）

イ）自己収入に係る収益計上：0 

ウ）固定資産の取得額：工具器具備品 17,628,348、

図書 3,459,871 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 観光振興からの《地域ルネサンス》ビジネスモ

デルの構築については、計画に対する十分な成果

を上げたと認められるので、運営費交付金債務を

全額収益化。 

 その他の業務達成基準を採用している事業等に

ついては、それぞれの事業等の成果の達成度合い
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  等を勘案し、9,740,700 円を収益化。 

運営費交付金

収益 

 

3,496,105,000

資産見返運営

費交付金 

 

-

資本剰余金 

 

 

-

期間進行基準に

よる振替額 

計 

 

 

 

 

3,496,105,000

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準

及び費用進行基準を採用した業務以外の全ての業

務 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：

3,496,105,000 

（人件費：3,496,105,000） 

イ）自己収入に係る収益計上：0 

ウ）固定資産の取得額：0 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 在籍者数が学生収容定員の一定数（90％）を満

たし、かつ、平成 20 年度入学者数が入学定員の一

定数（130％）を下回ったため、期間進行業務に係

る運営費交付金債務を全額収益化。 

運営費交付金

収益 

 

36,528,785

資産見返運営

費交付金 

 

69,808,000

資本剰余金 

 

 

-

費用進行基準に

よる振替額 

計 

 

 

106,336,785

①費用進行基準を採用した事業等：観光学部創設

に伴う基盤設備、退職手当、その他 

②当該業務に関する損益等 

ア）損益計算書に計上した費用の額：36,528,785

（人件費：32,739,700、印刷費：1,816,061、その

他の経費：1,973,024） 

イ）自己収入に係る収益計上：0 

ウ）固定資産の取得額：工具器具備品 69,808,000

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 業務進行に伴い支出した運営費交付金債務

36,528,785 円を収益化。 

国立大学法人会

計基準第77第 3

項による振替額   

- 該当なし 

合  計 
  

3,694,606,485
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 （３）運営費交付金債務残高の明細 

（単位：円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

442,600 国費留学生経費 

・研究留学生(博士課程)等における在籍者が予定数に

達しなかったため、その未達分を債務として繰り越し

たもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

682,000 学生収容定員分 

・学生収容定員の一定数(85％)を満たさなかったた

め、その未達分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

226 一般施設借料(土地建物借料) 

・一般施設借料(土地建物借料)の執行残であり、翌事

業年度において使用の方途がないため、中期目標期間

終了時に国庫返納する予定。 

平成 17 年度 

計 1,124,826   

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

- 該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

868,000 学生収容定員分 

・学生収容定員の一定数(85％)を満たさなかったた

め、その未達分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

826 一般施設借料(土地建物借料) 

・一般施設借料(土地建物借料)の執行残であり、翌事

業年度において使用の方途がないため、中期目標期間

終了時に国庫返納する予定。 

承継剰余金過不足調整額 

・承継剰余金過不足調整額と平成 16 年度の授業料返

還額との差額（端数分）を債務として繰り越したもの

で、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

平成 18 年度 

計 868,826   
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業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

12,144,200 再チャレンジ支援経費（就学機会確保のための経費）

・該当者が予定数に達しなかったため、その未達分を

債務として繰り越したもの。 

・当該事業は翌事業年度において引き続き実施するこ

ととしており、当該債務は翌事業年度において収益化

する予定。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

620,000 学生収容定員分 

・学生収容定員の一定数(90％)を満たなかったため、

その未達分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

226 一般施設借料(土地建物借料) 

・一般施設借料(土地建物借料)の執行残であり、翌事

業年度において使用の方途がないため、中期目標期間

終了時に国庫返納する予定。 

平成 19 年度 

計 12,764,426   

業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

6,829,300 国費留学生経費 

・研究留学生(修士課程)等における在籍者が予定数に

達しなかったため、その未達分を債務として繰り越し

たもの。 

・当該債務は、翌事業年度において使用の方途がない

ため、中期目標期間終了時に国庫返納する予定。 

再チャレンジ支援経費（就学機会確保のための経費）

・該当者が予定数に達しなかったため、その未達分を

債務として繰り越したもの。 

・当該事業は翌事業年度において引き続き実施するこ

ととしており、当該債務は翌事業年度において収益化

する予定。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

- 該当なし 

平成 20 年度 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

 

 

342,527,215 退職手当 

・退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用す

る予定。 

一般施設借料(土地建物借料) 

・一般施設借料(土地建物借料)の執行残であり、翌事
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 業年度において使用の方途がないため、中期目標期間

終了時に国庫返納する予定。 

計 349,356,515  
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（別紙） 

 

■ 財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形

の固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比し

て著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収

可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）

が該当。 

現金及び預金：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預金 

及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、た

な卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対

照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産

見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債か

ら資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営センタ

ーが承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた相当

額。 

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI 債務、

長期リース債務等が該当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。

退職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

繰越欠損金：国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 
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教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法

人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生

及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益：固定資産の売却（ 除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）の

うち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取

り崩しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人

件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収

支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・

支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を

表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償

還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を

表す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税

財源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用か

ら学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産の減価償却費相当額。 
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損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた減損損失相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合

の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度にお

ける引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認

められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度

における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合

の本来負担すべき金額等。 

 



（平成21年３月31日現在）国立大学法人和歌山大学組織概略図
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監 事推進委員会 特別委員会

環境管理委員会 安 企 評 財 人 理 事 理 事 理 事 理 事

教育・入試・学生支援担当 研究・社会連携 総務・人事担当危機管理委員会 全 画 価 務 事 財務・施設・情報担当

衛 委 委 委 委 （事務局長） 監査室基金運営委員会 国際交流担当・
生 員 員 員 員(H20.7.1)

委 会 会 会 会

教育・入試・学生 財務・施設・情報 総務・人事担当員

・企画経営支援担当 担当会 第５常置 第４常置 第３常置 第２常置委員会 第１常置委員会

（ ）・教育の目標,計画,制度,規 ・財務・資産管理 ・管理運営 労務・厚生等委員会 委員会 委員会 研究・社会連携 総務関係

定,実施方法等に関する事 ・施設マネジメント ・役員会の連絡調整学生支援 入試関係 教務関係 関係 （情報公開小委員会

項 ・学内の情報システムに関 ・大学の諸活動の広報に関関係 ・広報小委員会）

・教養教育・共通教育に関 する事項 する事項

する事項

研究・社会連携・インターンシップや自主

・国際交流担当演習など特色ある教育方

教務課 研究・社会連携 企画総務課 企画総務課法に関する事項 ・地方自治体等地域の諸組

情報係 情報係を除く・単位互換など教育にかか 織との連携に関する事項 入試課 推進課

(H20.7.1)る学外連携に関する事項 ・産学連携に関する事項 学生支援課 学生支援課 財務課 基金室

施設整備課・公開講座、高大連携など ・学術研究プロジェクトに 国際交流室を除く 国際交流室

(H20.10.15)教育サービスによる社会 関する事項 教員免許状更新講習事務室

貢献に関する事項 ・外国人留学生の指導や本

・授業評価、教育評価及びU 学学生の外国留学支援に

D(FD)に関する事項 関する事項

・入学者選抜の方法と実施 ・教育研究の国際交流に関

観光学部に関する事項 する事項 国 保 附属図書館 図 教育学部 経済学部 システム工学部

事 事 事 事・AO入試など特色ある選抜 際 健 書 ･学校教育教員養成 ・経済学科 ・情報通信システム (H20.4.1)

教 管 館 生涯学習教育研究センター セ方法に関する事項 課程 ・ビジネスマネジメ 学科務 務 務 務・観光経営学科

育 理 事 ン・学生の教育費（授業料免 ･総合教育課程 ・地域再生学科部 部 部 部ント学科 ・光メカトロニクス

研 セ 務 地域共同研究センター タ除、奨学金等）に関する （H20.4.1） ・市場環境学科 学科 －

事項 究 ン 部 経済研究所教育実践総合センター ・精密物質学科

セ タ 経済計測研究所 紀州経済史文化史研究所 事・学生の学内での厚生に関 ・環境システム学科

ン システム 教育学研究科 経済学研究科 務する事項

－

・デザイン情報学科

タ 情報学 システム工学 学生自主創造科学センター 室・学生の課外活動に関する ・学校教育専攻 ・経済学専攻

センター 研究科事項

－

・教科教育専攻 ・経営学専攻

特別支援教育 サテライト部・学生寮に関する事項 ・市場環境学専攻 ・システム工学専攻

和歌山大学サテライト・学生の通学事情に関する 特別専攻科

(H20.6.1)事項・就職指導その他の 附属小学校

附属中学校 紀南サテライト進路指導に関する事項

岸和田サテライト附属特別支援学校




